
災害救助用米穀の引渡方法等に係る具体的な事務手続について 

 

 

  米穀の買入れ・販売等に関する基本要領（平成 21 年 5 月 29 日付 21 総食第 113 号総合食料

局長通知（以下「要領」という。））第４章Ⅰ第 11 の規定に基づき、都道府県知事（以下「知

事」という。）又は市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）から要請があった災害救

助用米穀の引渡方法等の具体的な手続については、下記のとおりとする。 

 

                   記 

 

１ 災害救助用米穀の引渡要請 

（１）知事又は市町村長は、要領第４章Ⅰ第 11 の１の(1)の規定に基づく災害救助法等が発

動され、政府所有米穀の引渡しが必要と判断された場合、農林水産省農産局長（以下「農

産局長」という。）に対し、災害救助用米穀の引渡要請を行う。 

（２）具体的には、都道府県又は市町村担当者は、農産局農産政策部貿易業務課担当者（別

紙１）（以下「貿易業務課担当者」という。）に対し、災害救助米穀の引渡要請書（別

紙２）（以下「要請書」という。）に基づく情報（引渡希望数量、引渡希望時期、引渡

場所、引渡方法、担当者名、連絡先等）を電話で連絡するとともに、併せてＦＡＸ又は

メールを送信後、速やかに当該要請書を郵送する。 

（３）上記（１）の場合にあって、市町村長が直接、農産局長に引渡要請を行う場合は、必

ず、市町村担当者は、都道府県担当者に連絡するとともに、要請書の写しを送付する。 

（４）貿易業務課担当者は、都道府県又は市町村担当者から要請書の送付があった場合、該

当する地方農政局、北海道農政事務所又は内閣府沖縄総合事務局の担当者（以下「地方

農政局等担当者」という。）に対し、要請書の写しを送付する。 

（５）この他、知事又は市町村長は、災害救助用米穀の供給要請を迅速に行う必要がある場

合であって、被災地の状況その他の事情により都道府県又は市町村担当者が要請書に基

づく情報を貿易業務課担当者に連絡するいとまがないと判断する場合にあっては、（２）

又は（３）の規定にかかわらず、要請書に基づく情報を地方農政局等担当者に連絡する

ことができる。この場合において、地方農政局等担当者は、当該要請書に基づく情報に

ついて遅滞なく貿易業務課担当者に連絡するものとする。 

 

２ 災害救助用米穀の引渡方法等の決定 

 農産局長は、１の（１）の要請があった場合、政府所有米穀の販売等業務を実施する民

間事業体（以下「受託事業体」という。）及び知事又は市町村長と連絡調整を行い、災害

救助用米穀の引渡方法等を決定する。 



 

３ 災害救助用米穀の売買契約の締結 

（１）売買契約の締結にあたっては、要領に基づき農産局長と知事との間で締結することと

なる。 

（２）具体的には、貿易業務課担当者は、２の調整終了後速やかに、引き渡す災害救助用米

穀の品種、数量等を記入した政府所有主要米穀売買契約書（以下「売買契約書」という。）

を都道府県担当者に２部送付する。 

（３）都道府県担当者は、（２）で送付された売買契約書の内容を確認し、知事の記名、押

印の上、貿易業務課担当者に２部返送する。 

（４）貿易業務課担当者は、（３）で返送された売買契約書について、農産局長の記名、押

印を行い、１部を都道府県担当者に送付する。  

（５）貿易業務課担当者は、売買契約の締結後、速やかに受託事業体に災害救助用米穀の引

渡しの指示及び納入告知書の発行に係る手続きを行う。 

（６）この他、農産局長は、災害救助用米穀の供給を迅速に行う必要がある場合であって、

被災地等の状況その他の事情により知事と売買契約を締結するいとまがないと認めると

きは、（２）から（４）までの規定にかかわらず、売買契約の締結前であっても、受託

事業体に対し、知事又は知事が指定する引取人に災害救助用米穀を引き渡すよう指示す

ることができる。この場合において、貿易業務課担当者は、当該米穀の引渡し後遅滞な

く（２）から（４）までの規定に基づく売買契約を締結するものとする。 

 

４ 災害救助用米穀の引渡し 

 受託事業体は、農産局長から指示された内容に従って、知事に対し、２で決定した引渡

方法等により災害救助用米穀を引渡す。 

 

５ 災害救助用米穀の販売代金の納付 

 知事は、農産局長から送付される納入告知書により販売代金を納付する。 

 なお、納付期限は、要領第４章Ⅰ第 11 の１の(2)エの規定に基づき、納入告知書の発行

日から、30 日以内又は３か月以内とする。 



 

（ 別紙２ ） 

 

                                   番   号 

                                   年 月 日 

 

 

 農林水産省農産局長 殿 

 

 

       ○○○都道府県知事（市町村長） 

               

 

災害救助用米穀の引渡要請書 

 

  米穀の買入れ・販売等に関する基本要領（平成 21 年５月 29 日付け 21 総食第 113 号総合食

料局長通知）第４章Ⅰ第 11 の１の規定に基づき、以下のとおり要請します。 

 

 

引渡希望数量（kg） 

 

引渡希望時期 

 

引渡場所 

 

引渡方法 

 

備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）備考欄に担当者氏名、連絡先等を記載する。 

 



様式４－24

（災害救助法又は国民保護法の発動に伴う知事に対する延納売却）

政府所有主要米穀売買契約書

１ 種類

２ 数量

３ 代金

内 訳

４ 現品受渡場所

５ 現品受渡期限 令和 年 月 日

６ 代金納付場所 日本銀行本店、支店又は代理店（歳入代理店を含む。）

７ 代金納付期限 令和 年 月 日

８ 買 受 目 的

食料安定供給特別会計契約担当官農林水産省農産局長○○○○（以下「甲」

という。）と○○○○（以下「乙」という。）とは、上記政府所有主要米穀（以

下「現品」という。）の売買について、次の条項により契約を締結する。

（延納の特約）

第１条 甲は、乙に売却する現品の代金納付については、この契約の定める

ところにより、延納を認めるものとする。

（契約保証金・延納担保及び延納利息）

第２条 甲は、本契約に伴う契約保証金、延納担保及び延納期間中の延納利

用 途 産地 等包 量
（価格） 種別 産年 数量（キロ数） 単 価 金 額 備 考
区 分 品種 級装 目

計

消費税及び
地方消費税
の 相 当 額

合 計



息を免除するものとする。

（買受代金の納付）

第３条 乙は、買受代金を食料安定供給特別会計歳入徴収官である農林水産

省農産局長（以下「歳入徴収官」という。）の発行する納入告知書によって

代金納付期限までに、日本銀行本店、支店又は代理店（歳入代理店を含む。）

に納付しなければならない。

２ 歳入徴収官は、特に必要があると認めた場合は、前項の納付場所を指定

することができる。

（現品の引渡し）

第４条 甲は、現品の引渡しを、政府が所有する米穀（ＳＢＳ方式により輸

入された米穀を除く。以下「政府所有米穀」という。）の販売等に関する業

務を委託された者（以下「受託事業体」という。）に行わせるものとし、受

託事業体が発行する引渡通知書（仮称）と、乙の発行する受領書を交換する

ことによって行うものとする。

２ 乙は、現品受渡期限までに前項の規定による現品の受渡しを受けなけれ

ばならない。

３ 甲は、乙の希望に基づき、甲が定めた現品引渡場所まで運送し、現品を

引き渡すことができる。

（契約の内容に適合しない現品の交換）

第５条 引き渡した現品に本契約の内容に適合しないものが発見された場合

は、乙は、直ちにその使用を中止し、速やかに受託事業体に連絡するものと

する。

２ 受託事業体は、乙から前項の連絡を受けた場合は、乙と協議の上、契約

の内容に適合しない現品と同等の現品を乙に引き渡さなければならない。

３ 乙は契約の内容に適合しない現品を受託事業体に返還するものとし、返

還の費用は受託事業体が負担する。

（保管料の負担区分）

第６条 現品の保管料は、引渡通知書の交付の日の当日分から乙が負担する

ものとする。

（危険負担）



第７条 第４条による受渡しが行われた後に生じた現品の亡失損傷等の事故

による損害は、乙の負担とする。ただし、在姿のまま現品の受渡しを行った

場合において、乙の受渡しを受けた現品が甲の所有に属するもの（甲が第三

者に受け渡した現品で、甲の所有に属するものと混合保管されているものを

含む。）と同一の倉庫（受託事業体が引渡通知書において倉所、棟番、倉番

又は工場を指定した場合及び引渡通知書に基づき保管倉庫業者が倉番を決定

した場合は、それぞれの倉所、棟番、倉番及び工場）に混合して保管されて

いる場合に生じた当該混合保管現品の亡失損傷等の事故による損害につい

て、乙は、その混合保管の総数に対する割合に応じて負担するものとする。

（転売等の禁止）

第８条 乙は、甲から買い受けた現品を甲の指示又は承認を受けないで転売、

貸借その他買受目的に反した処分をすることができない。

（契約の解除）

第９条 次の各号のいずれかに該当する場合は、甲は契約の全部又は一部の

解除をすることができる。

(1) 乙が、本契約の全部又は一部の解除を申し出た場合。

(2) 乙が、本契約の条項に違反した場合。

（違約金）

第１０条 乙が現品受渡期限までに現品の受渡しを行わなかった場合は、甲

が乙の責めに帰し得ない事由によるものと認めた場合を除いて、乙は受渡未

了現品の代価（消費税及び地方消費税の相当額を除く。）について、当該期

限（現品受渡しの遅延が買受代金納付の遅延による場合にあっては、当該代

金納付の日とする。）の翌日から受渡しを行った日までの日数に応じ、年１

０．９５パ－セントの割合の違約金を甲に納付しなければならない。

２ 前項の違約金は、歳入徴収官が別に発行する納入告知書により納付しな

ければならない。

（延滞金）

第１１条 乙は、買受代金又は甲に納付すべき違約金(以下「元本」という。)

について歳入徴収官が発行する納入告知書の納付期限までに納付しなかった

場合は、当該未納額に対して納付期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、

買受代金にあっては、年１４．６０パ－セント、違約金にあっては、民法（明

治29年法律第89号）第404条第４項に規定する各期における法定利率を乗じ

て計算した額を延滞金として納入告知書により甲に納付しなければならな

い。

２ 前項の延滞金は、元本と同時に納付しなければならない。



３ 前項により納付された金額が延滞金と元本との合計額に満たない場合に

は、まず延滞金に充当し、次いで元本に充当するものとする。

４ 歳入徴収官は、前項によってもなお、延滞金と元本との合計額に未納額

が生じている場合は、乙に納付書を発行し、乙は納付書により納付しなけれ

ばならない。

（責任の免除）

第１２条 甲は次の場合において、乙が損害を被ることがあってもその責め

を負わない。

(1) 天災地変その他甲又は受託事業体の責めに帰し得ない事由によって現

品の受渡しが遅延若しくは不能になった場合

(2) 第９条により契約を解除した場合。

(3) 引き渡した現品に本契約の内容に適合しないものがある場合であって、

当該不適合の発生の原因が甲又は受託事業体の責めに帰し得ない場合。

（期限の特則）

第１３条 本契約に定める期限については、その期限が行政機関の休日に関

する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条第１項各号に該当する場合は、

その翌日をもって当該期間とする。

（調査、報告）

第１４条 甲は、必要があると認める場合は、乙に対し、その業務又は経理

の状況に関して質問し、帳簿書類その他の物件を調査し、又は参考となるべ

き報告若しくは資料の提出を求めることができるものとする。

２ 乙が前項の定めに従わない場合は、当該債権について、納付期限を繰り

上げることができるものとする。

（協力義務）

第１５条 次の場合においては、乙は、甲に協力するものとする。

(1) 甲が現品の包装容器及び副産物の処理方法について指示した場合。

(2) 倉庫調達その他の必要に基づき、甲が現品の搬出期限を指定した場合。

(3) 甲が、第１４条により調査、報告を求めた場合。

（契約条項の通知）

第１６条 乙は、本契約に規定する条項について、契約締結後、遅滞なく

関係市町村に通知するものとする。



（法令の補充適用）

第１７条 本契約に定めのない事項については、法令の規定によるものとす

る。

（紛争の解決方法）

第１８条 本契約に関して甲乙間に紛争が生じた場合は、その都度甲及び乙

が誠意ある協議を行うものとする。

（合意管轄）

第１９条 契約に関して甲乙間に紛争が生じた場合は、東京地方裁判所を第

一審管轄裁判所とする。

本契約成立の証として、本書２通を作成し、記名押印の上、甲乙各々その

１通を保有するものとする。

令和 年 月 日

甲 食料安定供給特別会計契約担当官

農林水産省農産局長 印

乙 住所

氏名 印
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